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①　週休２日の「質の向上」拡大
・月単位の週休２日の補正係数を新設、成績評
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③　受注業者の書類作成業務の負担軽減
④　時間外労働規制対応へ現場管理費見直し
⑤　移動時間を踏まえた積算の適正化
・現場移動等で作業時間が短くなり、日当たり
施工量の減少傾向が見られたことから、工
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令和５年度ブロック別意見交換会のまとめ
全　中　建　だ　よ　り （２）第号 年（令和年）　月日（水曜日）

３面に続く

１．目的
　建設業の担い手の人材確保・育成のための、新・担い手３法及び改正品確法
の運用方針が施行され、諸対策が講じられている。これを踏まえ地方公共団体
を中心とした対応状況を把握するとともに、会員企業が抱えている課題等の生
の声を行政機関に対して要望し、中小建設業界が置かれている環境改善を図る
ことを目的に実施した。
　令和５年度で回目となる意見交換会は、国土交通省建設業課などの担当官
が「最近の建設業行政の課題について」をテーマに講演、「担い手確保（働き
方改革、処遇改善）」「生産性の向上」「入札契約制度の概要」「品確法運用
状況について」など、建設業における現状と課題について説明。その後、同担
当官のほか地方整備局の企画部・建政部及び営繕部の担当官、各地域の地方自
治体からの出席者を交えて意見交換を行う事ができた。
２．開催日及び会員団体（６ブロック、６会場、団体）

◆公共事業予算の確保
・国土交通省の公共事業関係費は年間横ばいで推移している。労務単価分、
現場管理費・一般管理費等率分や資材の値上がり分を反映していただかない
と、実質的に工事額が減っていることになるので、その分を増額してほしい。
（岩手）
・働き方改革で工事費は着実に上昇しており、今後も上昇が見込まれる。非常
にありがたい反面、工事費の上昇で件数の減少が予想される。中小企業対策
として発注量の確保をお願いしたい。（町田）
行政側の発言
・年度予算では．倍で概算要求している。実際に資材価格が上がってい
る中で公共工事の嵩が全体として変わっていないのであれば、その中で工事
価格が上がり、件数が減っていくという認識。労務単価や一般管理費、現場
管理費全部含めて、あと資機材の値上がりの影響度合いを一概にお答えする
ことは工事特性や発注時期などもあり難しいが、資材価格の高騰を含めて公
共工事の実施に必要な経費は事項要求している。
・工事費が上昇すれば一つひとつが高くなるので事業量は減る。予算要求、補
正予算も含めて事業費の確保に取り組んでいく。

◆国土強靱化
・恒常的に当初予算での別枠計上か、補正予算で措置する場合は、全工事事業
加速円滑化国債により、当初予算と同様に複数年度にわたる工事発注が制度
的に可能となるようにしてほしい。（岩手）

行政側の発言
・５か年加速化対策などで大きな被害を未然に防ぐなど一定の効果を発揮して
いる。まだまだしっかり取り組みを強化していくことが重要。５か年加速化
対策後もしっかり中長期的な見通しの中で継続的、安定的な取り組みを進め
ていくことが重要。６月に議員立法が改正され、実施中期計画が法定化され
た。実施中期計画が切れ目なく策定されることで継続的、安定的に国土強靭
化の取り組みを進めていくことになる。

◆最低制限価格・低入札価格調査基準の見直し
・ダンピング対策として中央公契連の最新モデルでの基準価格だけの運用で、
低入札調査価格と特別基準価格の廃止を検討してほしい。（都中建・全中建
多摩）
・一般管理費率を．から、他の費用と同様の．まで引き上げてほしい。
（岩手）
・安定経営、適正な利潤確保のため、最低制限価格・低入札調査基準価格を
％に引き上げてほしい。（愛知）
・９割以上の市区町村では中央公契連モデルの最新版の計算式ではなく、３～
４代前の計算式が採用されている。最新版を適用するよう指導してほしい。
（都中建・全中建多摩）

・最低制限価格の底上げ（％以上）をお願いしたい。（町田）
・適正価格で落札するためには低入札価格の調査基準を底上げして％に近
い価格で落札できる仕組みにしてほしい。（京都）

・ダンピング受注になりかねない低入札制度はなくしていただきたい。（広島）
行政側の発言
・地方公共団体のダンピング対策の見える化ということで、なかなか市区町村
で取り組みが進んでいない中、直接の働きかけなどを実施している。中央公
契連モデルを自治体にも周知している。国土交通省としては実態把握に努め
ながら適切に対応していきたい。
・低入札の基準では一歩一歩、実態調査して積み上げてきているのが現状。令
和４年に計算式の一般管理費を％から％に上げた。現場の実態をみて説
明できる範囲でどう積み上げることができるのか検討したい。実際に地域に
行きわたっていないというのが本当のところだと思っている。市町村単位で
調査基準価格、最低制限価格がどう導入されているか。まだ前の基準を使っ
ているところもある。最新の基準を使うように取り組んでいきたい。
・古い計算式でやっている自治体も多い。最新版の適用を要請していく。
・ダンピングで工事の質の低下がないよう、自治体とコミュニケーションをと
って対応していく。
・最低制限価格導入していない、最新の式でないところも多い。中央公契連
モデルの使用（最新版）を働き掛けていく。

・ダンピングの基準を少しずつ引き上げている。ただ、基準価格全体のところ
まで至っていない。予定価格は市場価格を踏まえて設定することになってい
る。予定価格を構成する単価、歩掛は世の中の実態を踏まえて作ることにな
っている。だから予定価格は適正価格。上限拘束性については以前から議論
がある。上限拘束の厳しいところがどうにかならないのか。一番札だけでも、
競争の中で一番低いのであれば、ある程度のレンジの中で落札としてもいい
のではないかという議論もあると認識している。品確議連の中でもそういっ
た指摘が出ている。そういったところを頭に置いたうえで、何ができるか考
えていきたい。
・県の調査基準価格は国と違ってシンプルな形で運用してきた。もともとは予
定価格の概ね％で設定し、かつ予定価格から類推しやすい制度でさまざま
な問題が生じたので９月に制度を一部改正した。現時点では低入札者との契
約は従来と同水準でまだ大きな変化はない。くじ引きに関しては減少してい
る。今後も必要な改善を進めていきたい。（広島）

◆工事発注・引き渡し時期の平準化
・地方自治体の発注は下半期にピークが来るため、厳しい気象条件の中で施工
することになる。早期発注で平準化が図られるようお願いしたい。（岩手）

行政側の発言
・平準化は経営の安定化、技能者の処遇改善につながる。平準化は不調・不落
対策にもなるので発注者にもメリットがある。現在、直轄工事では債務負担
行為の積極的な活用などを推進している。総務省と連携して自治体にも働き
かけている。引き続き地域性も勘案しながら取り組みを進めていきたい。

◆労務費の向上
・高知県では設計労務単価、労務費調査で分類される職種の多くが専門職と
して存在しておらず、専門職の技能レベルに満たない作業員が多能工的に従
事しているため、実態と乖離している。建設キャリアアップシステム対応に
向けた多能工の実態調査を踏まえ、実態に即した制度となるようお願いした
い。また、膨大な労力と費用がかかる現行の調査方法を省力化してほしい。
（高知）
・公共工事設計労務単価について、国土交通省は週休２日に見合う単価として
いるが、これまでの調査結果を見るとそれ相応の引き上げとなっていない。
（岩手）
・近年、夏季工事で経費部分の補正が行われているが、その額は実情に即して
いるとは考えにくい。公共労務単価で直接補正してほしい。（広島）

・歩掛の全てを精査、見直しして改善してほしい。特に人力作業での歩掛は現
実とかけ離れている。（広島）

行政側の発言
・設計労務単価は会計法令上、取引の実例価格を考慮したうえで設定する。労
務単価の上昇で賃金水準が上昇し、実態調査で労務単価が上がるという好循
環ができるようになるという観点で、しっかり賃上げを行ってもらうことが
重要。今後とも賃金支払いの実態の正確な把握を踏まえた、適切な設定に努
めていきたい。
・会計法で取引の実例価格を反映することになっている。設計労務単価の上昇
を賃金水準上昇につなげていくことが重要。それが次の労務単価の上昇につ
ながっていくよう、賃金の引き上げにご協力をお願いしたい。国土交通省で
は猛暑日にも考慮している。直轄での取り組みを自治体にも紹介しながら、
猛暑日はある意味、働いている方の命に直結するのでしっかり働きかけてい
きたい。
・歩掛は、実態調査を元に設定している。人力作業の歩掛については現実とか
け離れているという指摘をいただいたが、そういった部分を伝えていただけ
ればと思っている。
・労務費調査では、その他と呼ばれる技能者は相当程度の技能を有する場合、
専門的職種に振り分け、そうでない場合は普通作業員に分類される。実態に
合っていない割に手間がかかるという意見だが、実例価格としてしっかり出
していく必要がある。かなりの負担をかけていることは申し訳ない。できる
限り書面調査やオンライン調査の導入で省力化を図りながら進めている。調
査方法の省力化もしっかり検討していきたい。

◆週休２日に伴う時間外労働規制の適用に向けた工事積算
・来年４月から直轄は完全週休２日制しか評価しない。完全週休２日は４週８
休より格上になるが補正率は変わらない。求められるレベルが上がるのに頂
くお金が変わらないのは非常に厳しいので検討いただきたい。（香川）

・積算上での労働時間は朝・夕を分ずつ除いて実作業分である１日７時間を
労働時間として積算し、それに伴う工期の延長と経費計上をお願いする。
（岩手）
・労働時間内の作業実態に沿った標準歩掛への変更。（都中建・全中建多摩）
・積算時における週休２日（４週８休以上）の補正係数の割り増し。（都中建
・全中建多摩）
・地方自治体発注の工事については、週休２日制に伴う十分な工期の確保と工
期が伸びることによる労務費、諸経費の増加に対し、歩掛などの見直しをし
ていただいた上で適切な予定価格の積算をしていただくように、国から指導
をお願いしたい。（京都）
行政側の発言
・国土交通省では今年度から月単位の週休２日の取り組みを進めている。経費
補正については月単位で週休２日を達成できた工事について今年度の諸経費
動向調査、労務費調査を踏まえ、現行に代わる新たな補正措置の立案ができ
ないかと本省で検討している。時間外労働規制の適用に向けた工事積算上の
適正化について、朝礼などは１日の就労時間に含まれるということで標準歩
掛に適切に反映させるべきであるということ、適切なデータにて標準的な時
間を分析し、標準歩掛に適正に反映させるということを本省から聞いている。
現場実態を反映した適正な経費、標準歩掛になるよう、依頼が届いたらご協
力をお願いしたい。
・朝礼や準備体操などは標準歩掛に反映している。適宜に見直すこととしてい
る。実態調査をもとに標準歩掛に適切に反映していきたい。路上工事だと実
作業稼働時間がかなり少なくなる。定量的な部分を理解できた。よく検討し
ていきたい。
・週休２日の確保は長期的な担い手確保の観点からも必要。必要な労務費の確
保も含めてしっかり要請している。市町村からは週休２日は高くつくからで
きないという話も聞くが、社会的コストなのでしっかり要請していく。さら
なる週休２日の推進、質の向上に向けて必要な対策を検討していく。業界の
声や実態をさまざまな場で上げてほしい。

◆適正な設計・積算
・小規模工事は現在の積算単価・経費と実情が乖離する傾向がある。国土交通
省では歩掛見積もりをとるなど対応していただけるが、同省以外は改善が進
んでいない。県・市町村に指導をお願いしたい。（香川）

・設計図書に示された施工条件と工事現場の状態が一致しない場合など、契約
後直ちに施工できない状況が少なからずある。コンサルの落札率を引き上げ
ることで、より適切な設計図書を作成していただけるのではないか。（岩手）
・労務単価だけでなく諸経費（現場管理費・一般管理費等）の経費率を引き上
げ、工事価格のさらなる底上げをしてほしい。（町田）

・コンサルにはもっと精度をあげてほしい。変更のない設計書を出してほしい。
（岩手）
・工事着手までの未調整事項に多くの労力を要する。着手までの十分な調整や
工期の延長など、より柔軟な対応を望む。（京都）

行政側の発言
・工事の発注にあたっては関係機関との協議、設計、地元との調整、用地取得
をしっかり完成させて工事の進捗管理に大きな支障がないように計画的に事
業を進めていくことは、いままでもこれからも変わらない。一方で全ての条
件が整わない現場、工事もある。やむを得ず関係機関との協議、設計など、
工事の進捗に影響がある場合は、協議完了時期、用地引き渡し時期など必要
な条件を設計図書でしっかり明示していきたい。
・受注者の責に帰さない事由や現場条件によって設計変更が必要な場合は、設
計変更ガイドラインに基づき適切に設計変更していきたい。コンサルの落札
率でいえば、個人的には落札率が低いから仕事があいまいであるというのは
本当にそうかなという思いはある。いくら安くとっても仕事はしっかりやっ
ていただいていると思っている。設計などにおける調査基準価格は、毎年度
実施している諸経費動向調査の分析をもとに必要かどうかを検討している。
今後も適切な調査基準価格になるよう引き続き検討を進める。

・必要経費を計上することが技術者確保の観点からも大事。実態調査に基づき
基準を見直している。最近の成果では一般管理費を．に引き上げた。

・契約後すぐに現場に入れないといった意見もある。本来工事発注に際しては
契約するまでに関係機関協議などを終えたうえで発注するのが本来の筋だと
認識している。ただ、場合によっては、そういったものが整わないで発注す
るケースもある。直轄工事では特記仕様書で条件明示の徹底を指導している。
昨年３月に工事請負契約におけるガイドラインの総合版で中止、受発注者の
コミュニケーションを具体化した。自治体には発注者協議会を通じてわれわ
れの取り組みを紹介することで、情報共有を図っていく。契約後に金額、工
期変更が生じた場合、受発注者協議を経て必要であれば変更する。

・入札契約適正化法の指針で入札参加者から一部見積もりを取りながら必要に
応じて積算することを全体の指針として求められている。適正な予定価格の
設定に向けて働きかけていきたい。
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◆適時・適切な設計変更
・遠隔臨場で発注者の監督員が現場に出向くことが少なくなり、設計変更が遅
くなると危惧している。設計変更ガイドラインに沿った迅速な対応をお願い
したい。（岩手）
・設計図書と実際の現場との差異があった場合、現状は責任の所在を明確化す
ることなく請負者の責任として成り立っているが、設計会社の責に帰すべき
事由がある場合は設計会社が責を負う制度を設けてほしい。（町田）

行政側の発言
・設計変更は受発注者の対等性を確保しながら適正な施工を確保する観点で必
要が生じた場合、設計図書の変更が適正に行われるために必要な経費、工期
が適切に確保されることが重要と認識している。整備局のガイドラインでも、
設計変更に伴う契約変更は必要が生じた都度、遅滞なく行う旨がしっかり留
意事項に定められている。地方公共団体に対して設計変更が必要と認められ
る場合にもかかわらず、請負代金変更見込み額が一定の割合を超えたことの
みをもって設計変更に応じないとか、設計変更に伴って必要と認められる請
負代金や工期の変更を行わないことを厳に慎むように要請している。昨年５
月には、入契法の適正化指針を変更し、設計変更が可能となる場合や設計変
更ガイドラインの策定・公表に基づいた適正な手続きの実施に努めるよう明
記した。公共工事で適切かつ迅速な設計変更が実施されるよう必要な取り組
みを引き続き進めていく。
◆提出書類の簡素化
・設計変更などイレギュラーなケースの発生による膨大で複雑な作成書類をい
かに削減・簡素化するかが重要だと認識している。概略設計による発注を可
能な限りなくしてほしい。（岩手）

・さらなる工事関係書類の簡素化。（町田）
・引き続き、提出書類などの簡素化による負担軽減をお願いしたい。（広島）
・時間外労働の抑制に向け、国、自治体が統一のルールで書類の簡素化、電子
化に取り組んでほしい。（広島）
行政側の発言
・東北では簡素化のポイントを作成している。検査書類の限定型工事もある。
オンライン電子納品の原則適用もしていく。ウェブによる中間技術検査の標
準化にも取り組んでいきたい。
・設計変更に伴う工事書類の煩雑化には、設計変更ガイドラインに基づき適正
な対応を徹底していく。
・書類の簡素化については関東整備局では全国に先立って令和４年３月に土木
工事電子書類スリム化ガイドを出して周知している。今年度はアンケートを
実施し、受注者ヒアリングを踏まえ、さらなるスリム化に向け、より分かり
やすいものにバージョンアップした。検査書類限定型工事等の取り組みも進
めている。地方自治体に対しては、関東ブロック発注者協議会を通じて情報
提供しているが、引き続き書類簡素化に努めていきたい。

・工事書類の簡素化は非常に重要なポイントと認識している。とくに技能労働
者を監督する技術者は戻って書類を作るとどうしても夜になる。受注者負担
の軽減を図る観点から、各整備局で書類削減マニュアルを作成している。ま
た、完成検査で工事検査書類を限定する検査書類限定型工事も全ての工事を
対象に受発注者協議の上で実施している。様式の標準化を国土交通省のＨＰ
に掲載している。時間外労働規制の適用の観点からも書類の簡素化は非常に
重要。
◆時間外労働
・除雪単独だけでなく、ほかの業務も手掛けているケースの判断などが難しい
という話も出ている。（岩手）
行政側の発言
・除雪については労働基準局のＱ＆Ａによると、雪害という表現になっている。
雪害が微妙で、極端に言うと軒先の除雪まで考えた場合、どこまでは臨時に
必要とするか難しい議論だと思う。

・除雪に対しては、待機や準備などをどう見るのか。そこに関して一般的には、
基本的には災害時対応という整理をＱ＆Ａではしているが、最終的に労基の
監督官がどうとらえるかという部分もある。そこは個別事案。

◆週休２日
・国と東京都は補正係数割増をしているが、いまだに都の外郭団体と各市町村
は割増係数をしないで発注している。指導徹底をお願いしたい。（都中建・
全中建多摩）

・週休２日制が全工事で早期達成できるように、設計労務単価や一般管理費を
含めた補正係数の引き上げ、歩掛（パッケージの構成比率）の改定など、抜
本的な積算体系の見直し、適切な工期設定を行ってほしい。（香川）

・週休２日の取り組みが進むよう、市町村、民間発注者へ指導、働きかけをし
てほしい。（愛知）

・下請け企業ではいまだに日給制も多い。就業日数が減少しても賃金維持が可
能となるよう、労務費補正係数のさらなる引き上げをお願いしたい。（神中
建・愛知）
・週休２日制を確立した適正な工期の設定での発注を常態化してほしい。（愛
知県舗装技術研究会）
・週休２日制に移行しても利益が確保できるような経費率の計上と工期の設定
をお願いしたい。（都中建・全中建多摩・神中建・広島・香川）

・週休２日による割増補正係数と歩掛の見直しをお願いしたい。（都中建・全
中建多摩・神中建・広島・香川）
・市町発注案件での週休２日の普及に向け、指導を含めた一層の取り組みをお
願いしたい。（都中建・全中建多摩・広島）

・週休２日制で、当初概数発注している工事で詳細が決まり、設計変更などさ
れた際に週休２日を前提とした工程組み直しに対応していない場合がある。
週休２日を前提とした工程の組み直しに対応してほしい。（広島）
行政側の発言
・地方公共団体にも働きかけていく。週休２日の確保に伴って労務費、現場管
理費が変わるのであれば適切に予定価格に反映していくことも要請し、都道
府県公契連を通じて周知徹底している。民間発注については、中建審が作成
した工期に関する基準をさまざまな場で周知・徹底している。引き続き、工
期の確保にしっかり取り組んでいきたい。

・就業日数が減少した場合、工期延長した場合、必要な日数がそもそも減少し
た場合というかどうかわからないが、結果的に適正工期、週休２日制を採用
した時の適正工期に落ち着く場合ととらえた場合、週休２日工事についての
労務費、機械経費、賃料、共通仮設費率、現場管理費率を補正している。工
期延期に伴う経費増についても最終的に適正工期に落ち着くのであれば、適
切な週休２日制を見込んだ経費率になっているととらえている。

・週休２日、上限規制に加え、１日当たりの実質的な作業時間が変わることに
なる。これに伴う積算基準の見直しを本省で検討している。実労働時間の短
縮によって、日当たり作業量が減るのと、適正工期をしっかり取ることが必
要だと考えている。本省にもしっかり情報提供していきたい。

・週休２日はしっかり進めていくことが重要。とくに市区町村は取り組みが途
上。適正な工期の設定や必要経費の予定価格への反映を働きかけていく。民
間への波及も図っていきたい。
・直轄でもやむを得ず概数発注しているものもある。これについては詳細な工
事内容が確定した段階で月単位の４週８休、不稼働日数を考慮した実工期を
算定して適切な工期設定に努めている。

◆担い手の確保・育成
・担い手確保のためにも時間外労働の削減につながる施策の実施をお願いした
い。（愛知）
・若手技術者育成のためにも、大規模工事に若手職員をつけると工事評定点が
付与されるような制度をお願いしたい。（愛知県舗装技術研究会）

・２級施工管理技士の資格取得で「３日間講習」を受講すれば同資格の１次・
２次試験合格と同等となる「講習による資格取得制度」の復活をお願いした
い。（神中建）

・総合評価の入札制度で配置技術者の継続学習の取得状況の評価項目があるが、
この項目は監理技術者を対象としている。これによりＣＰＤＳ認定講習への
参加は監理技術者が大半を占める。担い手確保の観点からも若手の講習会参
加が重要だが、入札制度にインセンティブがないため、企業側は若手に参加
させていない。若手の継続学習を評価する項目を検討してほしい。（神中建）

・働き手の確保に向け、高年齢者の現場入場規制を撤廃してほしい。（建友会）
行政側の発言
・若手の技術者育成については、総合評価の技術者の評価項目の中で、監理技
術者と現場代理人の役職に応じた施工実績の加算は廃止している。ベテラン
だけが入ってこられる状況は排除しており、若手技術者でも経験さえあれば、
競争に参加できるよう間口を広げている。

・技術者の試験制度改革趣旨は理解する。受けてもらいやすいようにしてい
くということで、受験資格の学歴要件などを見直している。一般的に講習を
要件とすることは慎重にすべきといわれている。どうしてかというと技術者
はできるだけ資格試験による国家試験を有する人を配置していく、これは技
術力の程度を統一的に評価したうえで技術者をつくっていくべきという考え
があってこうなっている。
・総合評価では若手技術者の活用、資格、教育指導を評価する仕組みはある。
継続教育の在り方は検討していきたい。
・高年齢者の入場規制については、労働災害防止の観点からだと思われる。厚
生労働省にもいただいた意見を伝えたい。長年培った技術の伝承などベテラ
ンならではの価値もある。建設キャリアアップシステムでは資格と経験とい
うことで、年数で職人の腕が測れるわけではないが、それで経験が持つ価値
を見える形にするということで始めた。長く勤めれば価値ある存在になるこ
とを形にすることで若者の入職、定着にもつながると考えている。

◆資材価格高騰への対応
・工事積算で地域の実勢価格の反映に努めていただくとともに、資材単価に地
域補正の導入検討をお願いしたい。（愛知）
・資材の実勢価格を反映した予定価格の設定をお願いしたい。（愛知県建築技
術研究会）
行政側の発言
・資材価格については、受発注者協議が第一になると思うが、応じてもらえな
いなどの話があれば、地域の発注者に発信できることもあるかもしれないの
で、具体的なお話を伺いながら取り組みを考えていきたい。

・適正な予定価格の設定については、営繕工事では適正価格や現場実態を反映
した適正予定価格を設定している。具体的には入札日直近の最新単価を採用
する、見積もり単価については過去の工事実績に加え、変動する経済環境な
どを踏まえ適正に設定することとしている。また、現場実態を反映した共通
費の算定や条件明示をすることにしている。共通仮設費の積み上げ部分は施
工条件を明示し、公開数量への明記をすることにしている。営繕工事の・共
通費は工期と連動しているため、工事内容、施工条件を踏まえた適正な工期
設定を行い、工期延長が必要な場合は対応する。
◆賃金アップ
・１日８時間労働を厳守した場合、技術者の１日当たり実作業時間は減少する
ため、標準歩掛の変更が必要だが、変更した場合は賃金が上昇する。また１
日当たりの施工量も低下するため工期変更も必要となる。（都中建・全中建
多摩）
・週休２日制が始まると日給制の技能者の月給は％程度下がる。公共工事設
計労務単価の引き上げをお願いしたい。（神中建）
・継続的な労働者の賃金アップをお願いしたい。（広島）
行政側の発言
・労務単価は会計法に基づき、取引の実例価格に基づいて設定している。本年
３月からの単価は時間外労働時間短縮に必要な費用は一定程度織り込んでい
る。技能労働者に値上げ分がいきわたることで好循環が持続していく。賃金
アップに官民連携して取り組んでいきたい。
・令和５年３月からの設計労務単価は年連続で引き上げた。労務単価は建設
労働者などが受け取る賃金を元に設定している。市場の労務単価が適切に労
務単価に設定されるように、秋口に労務費調査を実施しているので、ご協力
をお願いしたい。労務単価の引き上げだけでなく、元下契約の適正化によっ
て労務費調査に反映され、労務単価の改善につながることになるので適正な
請負契約をしていただきたい。
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②　主な事業の種類①　代表者年齢

④　完成工事高（令和４年度）③　資本金

５面に続く

　令和５年８月～月にかけて、全中建会員団体の傘下会員企業を対
象に実態アンケート調査を実施した。集計結果は以下のとおりである。

○基本的事項
　調査対象数　，社
　有効回答数　ｎ社　回答率：．％

２．新・担い手３法
①　新・担い手３法における発注者責任の理解

発注機関の担当者についての意見
＊受注したにもかかわらず、着手できない案件がある
＊設計変更を受注者に押し付ける
＊式典の日程の変更ができないため、受注者に土日出勤等のしわ寄せ
がくることがあるので、余裕のある工期で発注をお願いしたい

＊行政の検査の日程が正当な理由なく延期されたりする
＊行政の業務の迅速化を求める
＊受注者負担が多すぎる（担当者の経験不足によるしわ寄せ）
＊委託設計事務所が現場にそぐわない設計をしている
②　適正な予定価格の設定

「適正でない」についての意見
＊現場条件に見合った設計をしてほしい
＊落札後の変更は、市場単価とかけ離れていても認めてくれない
＊労務費の確保のために適正価格での契約を望む
＊離島における施工に関して特別経費を認めてほしい
＊設計積算時の使用材料が工事施工時に異なる仕様材料を求められる
＊設計時点では価格設定、単価の統一はされているが、実質、複合単
価や設計協力を要求される

＊８時間労働に合わせた経費率の見直しをしてほしい
＊不備な設計書での発注入札を強行しないでほしい
＊予算がないと言われ、設計変更を認めてくれない
③　最新の積算基準の適用

１．予定価格の公表時期・受注状況
①　昨年の令和４年度に受注した工事に係る発注先の公表時期の件数

②　累計受注金額

③　公共発注機関に対しての意見
＊土木事務所単位で総合評価や評点の考え方が違う
＊総合評価方式の入札の偏り（高得点企業・表彰受賞企業）があるの
で、公平公正な工事成績点で受注できるようにしてほしい

＊県、市町村でも国が定める規定を守ってほしい
＊地元の施工能力がある企業が存続できる入札制度にしてほしい
＊地域の守り手としての地元業者育成を考えてほしい
＊市町村発注工事も週休２日補正とＩＣＴ補正を付けてほしい
＊各現場にあった環境で設計をしてほしい
＊交通誘導員の配置人数の見直しをしてほしい
＊地元の要望に適した経費の計上をしてほしい
＊発注段階での設計図書の精度向上をお願いしたい

＊「くじ引き」ではない入札制度の検討をお願いしたい
＊発注者の立場が強く、企業努力を強要しないでほしい
＊材料費・労務費を四半期ごとに改正してほしい
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６面に続く

「適正でない」についての意見
＊小規模工事に見合った単価の設定
＊工期の延長の場合、共通仮設費の追加計上をお願いしたい
＊資材等の実勢単価の迅速な反映
＊積算基準を大企業用、中小企業用と明確に分けてほしい
＊県、市町村は、適時的確な物価スライドをお願いしたい
＊概略発注での積算をやめてほしい
＊その他条件を明確化してほしい
④　適正な工期の設定（工期に関する基準を含む）

「適正でない」についての意見
＊第三者事故やクレームをなくすために、準備が整ってからの発注に
してほしい

＊施工不可能な期間・時間をなくした適正な工期を設定してほしい
＊見込発注後の大幅な変更により着工ができないものは発注しないで
ほしい

＊近隣対応等、事前の案内を行政側で行い、理解を得てからの発注に
してほしい

＊日当たり施工時間を考慮した工期の設定をお願いしたい
＊工期がないとの理由で週休２日制を適用してくれない
＊行政側の提出する図面の精度を上げてほしい（受注後の現場検査に
時間がかかる）
＊特殊事情のある河川工事は週休２日制を考慮して工期の設定をして
ほしい

⑤　適切な設計変更

「適正でない」についての意見
＊県、市町村は、「予算がない」の一言で設計変更に対応してもらえ
ない

＊いまだに業者努力の％ルールを強要してくる
＊必要不可欠な追加工事は、設計変更として認めてほしい
＊現場条件に相違がある場合は速やかに変更契約に応じてほしい
＊スライド条項で工事費の１％負担は排除してほしい
＊受注者への努力義務を強要してくる
＊サービス工事として強要される
＊年度末は予算がないとの理由で変更契約ができない
＊設計変更の理由書の作成を求められる
⑥　設計変更の書類

⑦　低入札価格調査基準の設定



全　中　建　だ　よ　り （６）第号 年（令和年）　月日（水曜日）

７面に続く

３．担い手確保・育成
①　新規正規社員の採用状況　※Ｒ６年度：予定

②　企業が雇用している従業員の離職者数の状況

③　入職後何年目に離職する人が多いか

④　担い手確保のための取組

その他
＊社員の横の繋がりで経験者をリクルート
＊若手未経験者の採用
＊社内のコミュニケーションの場を多くしている
＊奨学金返還支援制度の制定
＊マンツーマンでのＯＪＴを実施している
⑤　再雇用者はいるか

⑤－１　「いる」について、今現在、何名の方を再雇用しているか

⑤－２　「いる」について、どのような理由で再雇用したか

その他
＊後継者育成のため
＊能力が高く辞めてほしくない人材のため
＊技術が必要なため
＊シニア人材を積極的に雇用しているため
＊有資格者が不足しているため

「適正でない」についての意見
＊低入札価格調査制度は廃止してほしい
＊公共積算％が適正価格なので、％で受注できるようにしてほ
しい

＊新たに標準積算価格を設定してほしい
＊低入札基準価格の引き上げをお願いしたい
＊低入札基準価格を最低制限価格にして設定範囲を廃止してほしい

４．働き方改革
①　時間外労働時間の実態　※毎月あたり

①－２　時間外労働時間の主な発生原因

その他
＊時間外の災害対応等
＊官公庁工事から不要な書類の依頼
＊現場毎による時間的制約があるため
＊除雪業務対応
＊設計変更や設計図の不整合に対する書類作成、検討に要する時間
＊移動時間が時間外労働となるため
＊発注者からの依頼の書類の提出期限が短いため、間に合わせるため
に残業となる

＊現場での作業時間を確保するため、出社時間が早くなり、残業とな
る

＊現場終了後の書類整理、現場担当者との打ち合わせ
①－３　時間外労働の削減に取り組まれていること
＊勤務間インターバル制度
＊書類作成の職員を採用
＊クラウドソフト活用による現場の業務の軽減
＊Ｗｅｂ会議システムの導入、遠隔臨場システムの導入
＊書類作成専門業者へのアウトソース
②　週休２日制の取り組み

取り組めない理由
＊土日・祝祭日又は夜間にしかできない作業をするため
＊繰り越しができない工事では、納期に間に合わせるには週休２日制
にはできない

＊工期内の完工を目指すと週休２日制には無理がある工期設定となっ
ている

＊職人不足により土日作業をせざるを得ない環境
＊土木工事は天候や地先の要望で休工もしくは休日施工が必要となる
ため、固定の休日が設けにくい

②－１　「週休２日に取り組んでいる」について、その詳細

その他
＊社内年間カレンダー
＊現場カレンダー以外でも休める日は積極的に休みをとるようにして
いる

＊年間の休日を４週８休相当に設定している
＊土日祝日　全て休み
＊公共工事は４週８閉所であるが、民間工事は４週４閉所
＊代休の取得、交代勤務としている
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③　週休２日を実現するためにはどのようなことが必要と考えられる
か

その他
＊労務費を上げてもらわなければ実現しない
＊週休２日に対応した労務単価、現場管理費用
＊民間発注者の理解
＊製品、生コン、運搬などの他の業種との連携で週休２日制は現状難
しい

＊歩掛の見直し
＊発注者側の意識変革

５．建設キャリアアップシステム
①　建設キャリアアップシステムの導入

①－１　「導入予定」について、導入予定年

①－２　「導入しない」について、その理由

その他
＊主に常用直営班にて施工しており社内の評価システムにより評価し
ている

＊導入しても単価に反映されない
＊基本元請け施工の小規模業者（多能工）でのメリットが分からない

６．i-Construction　生産性向上
①　建設現場の生産性向上（年までに２割向上）に向けＩＣＴ導
入を進める動きがあるが、導入しているか

①－１　「導入している」について、生産性向上のために導入してい
るものは何か。
　またそれにより現場はどのように変わったか

＊物件管理システムの使用で書類作成から工事現場の人員等、施工内
容の把握に役立った

＊ＣＡＤを使用した施工計画により、社内での理解度の向上が図られ、
無駄がなくなった

＊バックホウにＩＣＴ機器を取付けたため、オペレーターの負担軽減
ができた

＊測量機器の導入により、測量の効率化及び人員の削減につながった
＊ＩＣＴ測量にて作業時間を大きく短縮できた
＊工程会のＷｅｂ開催により移動時間の短縮
＊不要な現場移動時間の削減
＊タブレット端末及びオンラインストレージサーバを使うことによっ
て画像で確認が可能になり、現場員の負担軽減につながった

＊ＩＣＴ建機の導入で、人と機械の分離ができ安全確保が高まった
＊生産性向上・省力化ができたことで企業のイメージアップにつなが
った

＊発注者側から従来通りの書類の作成と、ＩＣＴでの納品と２通り求
められるため、業務内容の負担が大きい

①－２「導入していない」について、その理由

その他
＊建築での成果がよくわからない
＊小規模工事にはまだ対応していない
＊ＩＣＴ対象工事の入札物件がない
＊ＩＣＴの導入を提案したが役所で許可が得られなかった
＊都区部では取り入れる現場がない

７．建設業界のイメージアップ
①　イメージアップにつながる活動について

①－１　「活動をしている」について、どのような活動をしているか
＊地域の奉仕活動
＊小学校で使用される副読本で仕事紹介、中学校で行われる職業教育
の講師、高等学校の写真部の生徒を現場に招いてのフォトコンテス
ト

＊ＳＮＳを使った動画配信やＰＲ漫画の作成など
＊地域の中学生・高校生の職場体験やインターンシップの受け入れ
＊重機イベントの開催
＊仮囲い等にイラストなどのプリントを行なうなど、地域環境を損な
わない工夫

＊本社を災害時の避難場所として提供している
＊ラジオＣＭでの自社宣伝と業界への入職
＊機能性と安全性を備えたカジュアルなオーダーメイドの制服（作業
服）の着用

①－２　「活動をしていない」についての理由
＊活動する余裕がまだない
＊費用対効果が得られない
＊建設業界の近未来がイメージできない
②　ＳＮＳなどのオンラインを活用している場合、発信している媒体
と内容

＊Facebook、Ｘ（旧Twitter）、Instagram、YouTubeで会社や工
事現場の雰囲気や社員インタビューを発信

＊ＷＥＢ説明会等
＊Ｘ（旧Twitter）等の利用にて、工事情報、工事現場の様子、会社
の様子などを配信

＊会社イベントや担当者が日常で感じた社内の事などを不定期で発信
（週１くらい）
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若
者
は
入

て
も
き
ま

せ
ん

こ
ん
な
に
も
素
晴
ら

し
い
業
界
に

　
以
前

﹁
子
ど
も
霞
が
関

見
学
デ

﹂
に
参
加
さ
せ
て

い
た
だ
き
ま
し
た

デ
モ
で

重
機
オ
ペ
レ

タ

さ
ん
が

と
て
も
優
し
い
笑
顔
で
子
供

達
に
接
し
て
お
ら
れ

子
供

達
の
キ
ラ
キ
ラ
輝
く
目
が
印

象
的
で
し
た

こ
の
子
供
達

が
大
き
く
な

た
時

変
な

悪
い
イ
メ

ジ
を
も
つ
事
な

く
建
設
業
に
入

て
き
て
く

れ
る
事
を

心
か
ら
願

て

や
み
ま
せ
ん


　全国中小建設業協会
は３月４日、「人材採
用・定着支援部会」
（松田由紀子部会長）
の第２回会合をオンラ
イン形式で開き、部会
の愛称を「陽葵（ひよ
り）の会」に決めた。
新４Ｋ（給与・休暇・

希望・かっこいい）の建設業界になるよう、「太陽のように明るく、
そしてひまわりのように常に明るい方を向いて、寄り添い合いなが
ら魅力ある業界になっていく」という思いを込めた。

　同部会は若者をはじめとする担い手の確保・定着に向けた支援策
などを検討するため、年４月に建設業振興対策委員会（委員長
・小野徹副会長）の下に設置した。同年月に都内で初会合を開き、
具体的な検討に着手した。
　第２回会合には、土志田領司会長や小野副会長も出席し、今後の
活動方針などについて議論した。年度はオンラインを含めて２回
程度会合を開く。有識者による人材採用に関する講演や、中小建設
業が抱える課題・改善策についての意見交換会を通じて、採用・定
着や業界広報などに役立つ方策を検討する。



月
連
続
減

厚
労
省
１
月
実
質
賃
金

　
厚
生
労
働
省
が
ま
と
め
た

２
０
２
４
年
１
月
の
毎
月
勤

労
統
計
調
査
︵
速
報

従
業

員
５
人
以
上
︶
に
よ
る
と


基
本
給
と
残
業
代
な
ど
を
合

わ
せ
た
現
金
給
与
総
額
︵
名

目
賃
金
︶
に
物
価
の
変
動
を

反
映
さ
せ
た
実
質
賃
金
は


前
年
同
月
比
０
・
６
％
減
と

な

た

名
目
賃
金
の
伸
び

を
物
価
上
昇
が
上
回
り



カ
月
連
続
の
マ
イ
ナ
ス
だ


た

減
少
率
は
前
月
と
比
べ

縮
小
し
た


　
名
目
賃
金
に
当
た
る
１
月

の
現
金
給
与
総
額
は

労
働

者
１
人
当
た
り
平
均
で
２
・

０
％
増
の

万
２
２
７
０
円

だ

た


　
建
設
業
の
１
月
の
現
金
給

与
総
額
は

１
・
０
％
増
の


万
７
１
１
２
円
内
訳
は


所
定
内
給
与
が
２
・
３
％
増

の

万
７
６
８
６
円

所
定

外
給
与
が
０
・
５
％
増
の
２

万
４
２
２
５
円

建
設
業
の

就
業
形
態
別
の
総
額
は

正

社
員
ら
一
般
労
働
者
が
１
・

１
％
増
の

万
１
９
４
１

円

パ

ト
タ
イ
ム
労
働
者

は
６
・
１
％
減
の

万
２
１

７
７
円
だ

た


岸田首相も参加し、官邸で開かれた斉藤国土交通相と４団体トップとの意見交換会
には、土志田会長と河﨑副会長が出席した

　
経
済
産
業
省
中
小
企
業
庁

は

﹁
官
公
需
に
つ
い
て
の

中
小
企
業
者
の
受
注
の
確
保

に
関
す
る
法
律
﹂
︵
官
公
需

法
︶
に
基
づ
く
２
０
２
４
年

度
の
﹁
国
な
ど
の
契
約
の
基

本
方
針
﹂
の
策
定
方
針
を
固

め
た

国
や
独
立
行
政
法
人

な
ど
が
中
小
企
業
・
小
規
模

事
業
者
に
発
注
す
る
２
０
２

４
年
度
の
契
約
目
標
率
は


・
０
％
と

４
年
続
け
て
同

率
と
す
る

ス
タ

ト
ア


プ
︵
新
興
企
業
︶
を
含
む
創

業

年
未
満
の
新
規
中
小
企

業
の
契
約
目
標
率
も

引
き

続
き
３
％
以
上
に
す
る

官

公
需
で
の
価
格
転
嫁
を
進
め

る
た
め

物
価
や
労
務
費
上

昇
へ
の
対
応
を
強
化
す
る
内

容
を
新
た
に
記
載
す
る

基

本
方
針
は

４
月
中
下
旬
の

閣
議
決
定
を
目
指
す


　
基
本
方
針
に
物
価
や
労
務

費
上
昇
へ
の
対
応
内
容
を
新

た
に
記
載
す
る
の
は

﹁
物

価
高
に
負
け
な
い
賃
上
げ
﹂

の
実
現
に
向
け
政
府
が
一
体

と
な

て
取
り
組
ん
で
い
る

こ
と
を
踏
ま
え

官
公
需
で

も
価
格
転
嫁
を
着
実
に
進
め

る
こ
と
が
狙
い


　
原
材
料
費
や
エ
ネ
ル
ギ


コ
ス
ト
の
上
昇
へ
の
対
応
に

当
た

て
は

適
切
な
コ
ス

ト
増
加
分
の
全
額
転
嫁
を
目

指
す
と
し
て
い
る
政
府
の
方

針
を
明
示
す
る


Ｗ
Ｂ
Ｇ
Ｔ
把
握
や

労
働
衛
生
教
育

熱
中
症
ク

ル
ワ

ク

キ

ン
ペ

ン
を
実
施

　
厚
生
労
働
省
は

関
係
省

庁
や
建
設
業
労
働
災
害
防
止

協
会
な
ど
災
防
団
体

建
設

業
団
体
を
は
じ
め
と
し
た
各

産
業
の
業
界
団
体
と
連
携

し

職
場
に
お
け
る
熱
中
症

予
防
対
策
を
一
層
推
進
す
る

た
め

２
０
２
４
年
も
﹃
Ｓ

Ｔ
Ｏ
Ｐ
！
　
熱
中
症
　
ク


ル
ワ

ク
キ

ン
ペ

ン
﹄

を
実
施
す
る


　
政
府
と
の
意
見
交
換
会
に

出
席
し
た
建
設
業
４
団
体
の

ト

プ
は

斉
藤
鉄
夫
国
土

交
通
相
が
提
案
し
た
﹁
５
％

を
十
分
に
上
回
る
上
昇
﹂
と

い
う
技
能
者
の
賃
上
げ
目
標

に
賛
同
し

実
現
に
向
け
た

決
意
を
表
明
し
た

４
月
か

ら
建
設
業
に
も
時
間
外
労
働

の
上
限
規
制
が
適
用
さ
れ
る

こ
と
を
踏
ま
え

働
き
方
改

革
の
推
進
に
向
け
て
﹁
必
要

な
対
応
に
万
全
を
期
す
﹂
こ

と
も
申
し
合
わ
せ
た


︵
１
面
参
照
︶

　
会
合
で
全
国
中
小
建
設
業

協
会
の
土
志
田
領
司
会
長

は

﹁
一
層
の
努
力
を
し


衰
退
産
業
に
な
ら
な
い
よ
う

頑
張
り
た
い
﹂
と
決
意
を
語


た

ま
た

﹁
市
町
村
発

注
の
工
事
は
１
割
か
ら
２
割

を
切

て
の
受
注
し
か
で
き

な
い
た
め

安
定
経
営
が
で

き
な
い

予
定
価
格
に
限
り

な
く
近
い
と
こ
ろ
で
受
注
で

き
れ
ば

技
能
労
働
者
や
従

業
員
の
賃
金
を
上
げ
る
こ
と

が
十
分
可
能
と
な
る
﹂
と
述

べ

中
小
建
設
業
の
安
定
経

営
を
実
現
す
る
入
札
制
度
の

改
善
を
訴
え
た


　
斉
藤
国
交
相
は

建
設
業

が
国
民
生
活
や
経
済
を
支

え

災
害
対
応
の
主
体
と
し

て
の
役
割
を
将
来
に
わ
た


て
果
た
し
て
い
く
た
め
に
は

担
い
手
の
確
保
が
喫
緊
の
課

題
と
指
摘
し

﹁
先
に
公
表

し
た
公
共
工
事
設
計
労
務
単

価
の
引
き
上
げ
を
受
け

各

社
に
お
い
て
現
場
技
能
者
の

賃
上
げ
を
確
実
に
進
め
る
必

要
が
あ
る
﹂
と
強
調
し
た


　
岸
田
文
雄
首
相
は

﹁
私

か
ら
も
﹃
５
％
を
十
分
に
上

回
る
﹄
賃
上
げ
を

各
社
に

お
い
て
強
力
に
進
め
て
い
た

だ
く
よ
う
お
願
い
す
る
﹂
と

要
請

﹁
こ
れ
か
ら
は
未
来

へ
の
前
向
き
な
新
３
Ｋ


﹃
給
与
が
よ
く

休
暇
が
取

れ

希
望
が
持
て
る
﹄
産
業

に
変
え
て
い
か
な
け
れ
ば
な

ら
な
い
﹂
と
力
を
込
め
た



